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開発途上国における工業化政策の諸類趣と所得分配

渡 辺 利 夫

停滞的経済における所得分配は比缺的平等であるが,経済発展の開始とともにこれは不平等化に

向かい，さらに高度の経済発展水準に至って再び平等化するという，い わ ゆ るTU字型J の所得分

配趨勢については，すでにかなり多くの実証研究の成果がある。 こうした趨勢を，先進諸国の歴史
( 1 )

的経験として一般化したのがクズネッツ（Kuznets, S . ) であろことは広く知られているが，開 発 涂  

上諸国の所得分配データに独まの統計的操作を施した横断面的分析によって， この趨勢を立誦した 

のは，ゴ-"デ ル マ ン (Adelman, I . ) , モ リ ス （Mords, C. T.)の貢献であろう。一国の所得分配にお 

ける長劾的趨勢を眺める視角としてクズネッツ命題を用いることはたしかに有効であろうし，そう 

した長期的趨勢に有意な因果的説明を加えていくことは，経済発展理論の精徽化に大きく寄与する 

はずである。

しかしクズネッツ命題は，あくまで経済発展と所得分配との関連を近代経済成長における長期的 

趨勢として示したものであり，ュ ^̂ デ̂ルマン，モリスの結論も，観察対象をきわめて広範囲にとる 

ことによって得られた，ある一般的傾向である。したがって，個別の国ぐにの所得分配構造が特定の 

観察期間のなかでどう変化したかを眺める場合， こ う し た 「一般的命題J を用いることにはおのず 

と限界がある。加えて，われわれの関心であろ現代の開発途上fflの発展過程を先進諸国の歴史的発

注（1 ) Kuziiets, S., "Economic Growth and Income Inequality,ハ The American Economic Revietv  ̂ Vol. 

XLV, No.-1,March 1955, reprinted in his Economic Growth and Structure, Selected Essays, London, 

Heineman Education Books Ltd., 1965 ； "Quantitative Aspects of the Economic Growth of 

Nations: |VIII, Distribution of Income by Size," Economic Development and Cultural Change, Vol. 

XI, No. 2, Part II, January 1903, reprinted in his Economic Growth and… Economic、Growih, 

Rate, Structure and Spread^ New Haven and London, Yale University Press, 1966, Ch. 4, ^^野谷裕ー 

訳 rat代経済成長の分祈J 上巷，柬样経済新報社， 韋。
(2 )  Adelman, L and C. T ‘ Morris, Economic Grou th and Social Equity in Developing Countries, Califo­

rnia, Stanford University Press, 1973 ； An Anatomy of Patterns of Income Distribution in Developing 

Conntriest California, Stanford Universty Press, 1971.
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開発途上国における工業化政策の諸類型と所得分配

展過程と比較した場合，そこにみられる次のような相違には注意を向ける必要がある。現代の多く

の開発途上国の経済発展を特徴づけているものは， 自13の 発 展 は 「評岡化J さるべきであるといラ

確信もしくはイデォロギーであり，その発展水準の大きな違いにもかかわらず，資源配分に果たす

中央政府の機能が決定的に大きいという事実には，赌りがあるようにはみえない。政府め強力な資

源配分機能を後擔とした現代開発途上国の発展過程が，市場機構に多分に依拠する資源配分を旨と

してきた先進国の歴史的経験と同様のバターンをとることは少ない。一国の所得分配構造が資源配

分構造の一表現である以上, 発展の初期段階から強力な資源配分政策を用いてきた開発途上国のIfr

得分配傾向が，先進国における所得分配の歷史的趣勢に見合わない傾向をもつことは大いにありう 
C3 )  '

ると考えねぱなるまい。 いずれにせよ，現代の開発途上国の所得分配のあり方に大きな影響力をも

っているのは中央政府の.資源配分政策であり，したがって開発途上国の所得分配をそうした政策6サ

経緯との関連のなかから眺めていく視角は重要性をもちうると思われる。本稿は, そうし,た視角を

形成するための一試論である。

多くの開発途上国が工業化における戦略的役割を近代部門の一部の大規模経済単位に求め，これ. 

に多様な国赛的保護を与えることに•よって，いわゆる輸入代替工業化をはかってきたことはよくタ》 

られている。かかる保護主義的工業化を政策的に權進する場合， まず必要とされたのは，保護主義 

的な輸入障壁を築いて外の競合的輸出者から隔離された国内市場を創出することであった。 この 

保護主義的な輸入障壁は，当初は輸入承認制，為替管理制度を広範に用いることによって，次いで 

高度の保護関税を築くことによって形成された。輸入市場の最も大きいものは最終消費財市場であ 

り，そのために初期6^輸入代替機会は最終消費財によって与えられる。 したがって，そこでの輪人 

統制は，代替される最終財において最も厳.しく，その最終財生産に要する中間原材料，資本財にお 

いてより緩やかになるという明瞭なr輸入重要度甚準J (import essentiality criteria) を もつことに 

なる0 もう一度いえぱ，最終消費財のはぽ完全な輸入統制は， この財の輸入代替生産に厚い保護の 

壁を形成したことになり，高価格での国内生産 . 売を可能にする一方， この最終財生産のため 

投入財は，重要鹿基準のもとで優先的に輸入することができた。輸入統制品目の国内価格が当該商 

品の推定自曲輸入価格を大きく上まわるという事庚がここに帰結する。投入財輪入者は自由な為替 

市場を通じてではなく，輸入；̂$認制，為替管理制度のもとで優先的に外国為替を与えられるのであ

注（3 ) こうした関心は，Ranis, Gり "Development Theory at Three Quarter Century," in Nash, N‘，ed*̂  

Essays on Economic Development and Cultural Changed in Honor of BeH R  Hoselitz, Chicago^ 

Chicago University Press, 1977, pp. 264-66.にみられる

— VJ\{2^1)一~- '
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るから，そこでの為替レートは，当然ながら均衡市場レートに比較してg 国通貨を外貨に相対して 

過大に評価したものであった。いいかえれば，投入財輸入者は過大評価された外国為替を優先的に 

利用するという二重の便宜を受けることになったのである。輸入承認制，為替管理制度に代わる保 

護関税が最終消費財において最も高く，中間財においてより低く，原材料•資本財においてほとん 

どゼロに近いという差別的な関税構造をもったのは当然であるが，その差別度は実際にはきわめて 

大きいものであった。最終財輸入が禁止的な状態にある一方で， しかしこの最終財生産のための投 

入財は過大評価された為替レートのもとで優先的に与えられる外貸によって輸入しうるのであるか 

ら，国内投入財ではなく，先進国から輸入される投入財とそれに伴化された技術のもとで，当の最 

終消費財の国内生産を試みることがきわめて有利であるのは当然であり，したがってこの輸入代替 

は，輸入投入財集約的であると同時に，その技術と生産方法は相対的に資本集約的な偏向をもつこ 

とになる。

輸入代替の資本集約的値向ゆ，要素価格のうえに用いられた一連の保護主義的政策，すなわち低 

金利政策と最低賞金制度によっていっそう加速化される。工業化の隙路は企業家によを弱い「資本 

需要」にあると考える一方で，高い® 内貯蓄水準の源泉は，結局のところ企業家の利潤にあるとい 

う考え方が影響して，低金利政策は多くの開発途上国においてその産業ぎ成政策のかなめとされて 

きた。市中銀行や開発銀行の資金は均衡市場金利よりも低い水準で貧出され,市中銀行や開発銀行 

のそうした低金利貸出を中央銀行が全面的に支持するという方途がとられた。 この低金利資本にた 

いしては大きな超過需要が発生したのは当然であるが，一方この低い貸出金利に見合う低い預金金 

利のもとにままる貯蓄量は低位にとどまる。かかる超過需要と過少供給は，結局のところ低金利資 

本の行政的割当を通じて解消されざるをえないが， この場合政府が育成しようと考えている輸入代 

替産業が選好されることになったのはいうまでもない。長期資本の場合には， これが特定産業以外 

:にまわる可能性は現契にはゼロに近いものであった。低利資本保有者はこの資本を保護された産業 

部門，すなわち輸入代替最終財産業に投下してそこから最大限の利潤を獲得することができた。彼 

らは，均衡市場金利よりも相当低い金利の資本を獲得できたことによって，自国の要素賦存状況に 

.比較して資本集約的• 労働節約的な生産方法を選好するという偏向を生んだのである。いくつかの 

開発途上国にみられる社会保障制度，最低賞金制度はこの傾向をさらに助長させた。行政的能力と 

法の社会的規制力の弱い開発途上国においてかかる社会立法が制鹿化された場合， これが十分な適 

用をみるのは大企業や政府といっすこ 「組織部r j j であり，「未組織部門Jがこの制度を適用される度 

合ははるかに小さい。輸入代替部門は都市，多くは大都市に立地する大規模経済単位であり， この 

部門の質金はこうした制度の支持を受けて他のそれよりいちだんと高いものになるが，かかる"^部 

め保護工業部門の高資金化f (向は，次の段階でそれ自体こんどは当該産業の生産方法を資本#約的 

• 労働節約的なものにしていく倾向を助長させることになるのである。
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開発途上国における工業化政策の諸類型と所得分配

保護主義的工業化は，かくして外貨，資本，労働等の社会的機会費用を反映しない要素価格体系.

を生み，結果として一つには，特定工業部門の技術と生産方法を資本集約的•労働節約的なものに

する'固有の偏向を発生させると同時に，二つには，労働柴約的工業部門を縮小させて相対的に資本

集約的工業部門を拡大するという工業構造自体の移行を帰結することになったと考えられる。保護

主義的工業化のかかる生産方法上の偏向のゆえに，工業化の進展はそれに見合う雇用吸収力をみせ 
(4)

ない。政府が最大の政策的優先順位をおき，そこに一国の資源を巢中させた工業部門の雇用吸収力 

が弱いというこの事実こそ，多くの開発途上国の経済成長が社会的公正を傷けながら進んできたこ 

との主内容をなす。 しかし保護主義的工業化の雇用吸収力を問題にするとき， この工業化における. 

rぺV•̂ スJ の問題も同時に考慮に入れねばなるまい。

工業化過程が輪:^代替戦略によって開始される場合，少なくとも輪入制限によって創出された- 

「レディ. ャーケットJ を満たすまでの間は，工業化は所得の成長とは独立にかなりの速度で進み 

うる。 し か し こ の「レディ♦マーケットJ を満たすまでの初期的輪入代替期を過ぎると同時に，エ . 

業化は国内需要の純増に見合ってか， もしくは他製品に向けられていた国内需要を自方にr移し変 

える』 ことによってしか前進をつづけることはできない。要するに，初期的輸入代替機会の洞海と 

同時に， この工業化は通常の工業化と同じ市場開拓努力を払わねばならないという困難な局面を向 

かえる。結果として车じるのは工業化率の明らかな減速化であり，工業化の雇用収カもそれに見 

合って低下していかざるをえない。保護がもたらした技術と生産方法の資本集約的• 労働力節約的 

偏向は， この工業化の速度自体がある時点以降急速に「落ちる」 という事実を伴うことによって，

その雇用吸収力を他の資源配分バターンに比較していっそう弱いものにしたと考えられるのであるe 

保護のもとで一国の稀少資源をそこに集中した工業部門の属用吸収力が弱いというこの事;実は， と 

りわけ農村部において人口過剰度を高めつつある開発途上国所得分配を，次のような経緯のもと 

で不平等化に向かわしめることになったと推論される。

保護主義的工業化は，保護工業部門とこの保護工業部門の地する大都市圏の魅力を過度に高め,. 

一国の資源をここに集中する。伝統部門とりわけ農業は資源を，「引出j されて，その生産性向上を 

f沮止される。農業の生産性向上が® 止され，かつ耕境拡大の余地が限定されているという条件のう 

えに人口圧力が加えられて土地の細分化を招く，という図式は多くの開発途上国で広く観察されて 

いる。 この結果，最も低い所得水準にある，耕地保有規模において最零細の農ま比率はいちだんと 

増大して, 農村の所得分配は不平等化に向かう。かくしてその比率を増大させた農村の絶対的貧函 

層が新たな就業機会と所得を求めて都市にT押出J される。 しかし都市工業部門とりわけその「組 

織部門J の雇用吸収力は，すでに指摘したように"^つには，保護がその技術と生産方法を労働過剩

法〔4 ) こうした譜偏向！■こつぃては，Little, I,, T. Scitovsky and M. Scott, Industry and Trade in Some Deve­

loping CounirieSt A Comparative Study, London, Oxford Universky Press, 1970. Ch, 3 ,に評しいo
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経済の耍素賦存状況を反映しない過度に資本策約的• 労働節約的なものたらしめたために，二つに 

は工業化の速度自体が遅いために，相対的に弱い。 したがって農村から「押出J されて-都市に流入し 

てくる農業労働力がr組織部門J に吸収されることは少なく，大半は低生産性，低賞金，低雇用に 

よって特徴づけられる都市の「未組纖部門J とりわけサービス部門のそれでの滞留を余儀なくされ 

る。 「未組織部門」は追加的労働！者の雇用に伴って追加的資本支出を要するところ少なく， その意 

味で投入係数弾力的な分野であるがゆえに，農村からの流入労働者にとって「参入障壁J の最も低 

い分野であり， こ れ は 「押出」型都市化のいわぱ安全弁として後能するが，しかし農村労働力の流 

入とともに，その低生産性，低賃金，低雇用はさらに深刻化せざるをえない。多くの開発途上国に 

おける都市の所得分配の不平等化と，かくして発生する都市絶対的貧困層を擁するスラムの急速な 

人ロ増大の背後にあるのはこの事実であろ。かくしてかかる類型にある国において深刻化している 

f都市の貧困J は I■農村の貧困」の別の表現であり，同時に都市の所得分配の不平等化は，農 村 の  

所得分配の不平等化と契は同じ文脈のなかで語られなければならないのである。 このような4を実を 

帰結した多くの貴は，政府がそこに最大の政策的優先順位をおいてきた工業部門め雇用吸収力が著 

しく弱いというところと求められるであろう。

かかるバターンとの対照において, 今日われわれが最も注目しなけれぱならないのは，いわゆる 

111出指向工業化に沿うた国のそれであろう0 輸出指向工業化に成功をみた数少ない開発途上国の経 

験によれば， この政策はある時点までに採用されてきた保護主義的政策を一挙に「自由化」すると 

ころから始まる。一つは，貿易為替管理，保護関税の自由化であり， この自由化の結果として最終 

財の国内価格とHi由輸入価格との乖離は急速に縮小し， これと同時に国内輸入代替機会も消減して 

いくことになる。かかる輸入自由化を前提として，二つには，為替レートとぼ行-金 利 の 「現実化』 

政策が用意される。為替レートと金利を長期市場均衡水準に見合うところに調整しようというこの 

試みは， 自国通貨の過大評価のもとで，国内投入財に比較してより資本ま約度の高い輸入投入財を 

壤約的に利用す'る傾向を生んだ旧来の慣行と，低金利政策のもとで労働より資本を選好しようとす 

る企業家の行動様式を是正し，要するに労働過剰経済の要素賦存状況に適した技術と生産方法の採 

用を促進する。 こうした政策方向は，当該国の労働集約財に潜む比較優位を顕在化させることにな 

るのであるが，かくして顕在化された労働^^約財の比較優位は，このうえに強力な輸出促進インセ 

ンチィプを与えられることによって，ー举にその国際競争力をつけていくことになる。輸出促進政 

策として現実に採られたものは，輪.出活動にたいする国内税の輕減，再輸出投入財にたいする輸入 

IMI税の免除，低利輸出信用の供与，輸出保険制度の拡充，輸出産業にたいする経営♦技 術 指 導 ,輸  

山マーケティングの開発促進，輸出工業0 地の建設といった多様なものであった。

結跟として， こうした類型に屈する国の労働集約財輸出の仲長捧はめざましく， この輪出部門が 

エ榮化と経済成長の主導部r iを形成するに至る。経済成長を主導したものが労働染約財輸出であっ

—— 174(がイ）——
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開発途上H における工業化政策の諸類型と所得分配 

たがために，経済成長の雇用弾力性はきわめて高いという事実が帰結‘する0 この高い雇用跟収力の 

ゆえに輸出9 大規模化は，都市内部の限界的労働者を急速に吸収していく 方，農村部から大量の 

労 働 • 人口移勘を誘発する。 この過程で都市の失業• 不完全就業人口ならびに農村の偽裝失業人口 

は減少し，工業部門の樊質貧金と勤労者家計所得は，それまでの停滞状態を脱して明瞭な上昇局而 

に入る。都市人口比率の急速な進行にもかかわらず，工業部門の労働吸収力がこれを上 まわること 

によって，都市勤労者の実質所得は大きく上昇すると同時に，強力な労働吸収力が限界労働者に及 

ぶことを通じて都市の所得分配は改唐の傾向をみせる。 また農村から都市へ向かう大規模な労働• 

人口務動は，農村労働力と農家家計数を減少させ，農村の人当りおよび一家計当り所得水準を増 

加させる個C向をもったのである力もこの国内労働移動が農家交易条件を有利化させる過程で，その 

傾向を肋長し，都市農村間所得格差を縮小方向に向かわしめたことも同時に推論される。 さらに都 

市：C業部門の労働败収力に敏速な反応をみせたのは最も零細な農家家計であるが，農村において最 

下位所得階層にあり，また農家戸数において最大のこの階層農家の比率が大きく下がったために， 

農村内部の廣得分配もまた平等化に向かったことが予測されるのである。

資源配分政策と所得分配構造におけるかかる対照をアジア諸国のなかに求める場合，前者の類型 

の代表例をフイリピンに，後者のそれを韓国に求めることは最も適切であるように思われる。両国 

の近年における経済発展過程に若干の光をあててみたい。

.フィリピンにおいてまず注目されるのは，デ4 村の所得分配構造である。1965年 を 100とする農家

購入総合物価指数でデフレ一トされた.農家一家計当りの年間実質所得は，1956年から71年の間に年

平 均 わ ず か 1.7% の増加率しが示していない。観察期間における家計戸/r得のこうした低い絶対水準

と増加率のう免に，さらに農村の所得分配は，家計標本調査の得られる1956年以條の4 におい

て，一方向的な悪化をっづけている。全農家家計を下位所得家計から上位所得家計へ20%ずっとっ

て， この各20%階層の所得獲得率をみると，最下位20%階層の所得獲得率は1955-56年 7.0%, 1961

年5 .9 % ,1965年5.0%, 1971年4.4% へと下降をっづけ， また第2 下位20%階層のそれも11.1%,

11.8%, 9.5%, 8.9%と推移して，雨者を合わせた最下位40%階層の所得獲得率は，18.1%, 17.7

%、14.5%,13.3%へときわだっだ下降が観察される。そ の 方 で 最 上 位 20%隋層のそれは,46.1%,

46.9%, 47*2%, 51.0%へと例外年をもたずに上昇をつづけ，結まとしてジニ係数であらわされる

a  < 5 ) フィリピンの家計調拖は，1956ぶ ，1961, 1965, 1971年の4時点で得られるが，これらはすべて，Bureau of the 

census and Statistics, Department of Commerce and Industry, Republic of the Philippines*

F伽 " y Income and Expenditure, various years, M a n ilaとして公刊されている。本搞における以下の家計所 

得，家計所得分配の数字はすべてこの四つの家計調查による。
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農村の所得分配度は，0.38, 0.40,0.42, 0.46と持続的な不平等化傾向を示すことになる。1955-55

年から1971年までの20%階層ごとの実質家計所得増加率をみると，所得階層が下位になれぱなるは

ど，その所得増加率が低くなるという誠に顕著な傾向をみることができるのである。実際のところ,

最下位20%階層の所得増加率は一24%であり，第 2下位20%階層のそれはほとんどゼロであるが，

一方，最i i 位20%階層の所得増加率は実に45%に達する高さにある。農村における家計所得の絶对

水傘がほとんど增加倾向をみせず，その一方で生じた分配のかかる不平等化傾向は，下位所得階層

の生活水準をいちだんと引下げることになったのはいうまて、もない0

Development Academy of the Philippines の作成になる Measuring Philippine Welfare:

Social Indicator Projectによると，適切な栄養，蛋白質の摂取その他を考慮して， フィリピン

農村において最低限度の生活水準を維持するのに要する~^^当り所得は年額650ぺソであると推定 
<6)

されているが，これをもとに世界銀行は1971年において農家家計数の50% 弱がこれを下まわる絶対

的貧困農家に属することを推評している。 また同じ推計は， この650ぺソに達しない全プィリピン
( 7 )

家計数のうち80%を越える比率が農家家計であるとみなしている。 このような所得分配のきわめて 

明i僚な不平等化傾向と絶対的貧困層の大規模化は， フィリピンの場合，農村における過剰人口化と, 

それに伴う'土地の細分化という，かなりはっきりした要因からこれを導き出すことができるように 

思われる。

他の開発途上国と同様フィリピンにおいても出生力は都市よりも農村の方が高く，たとえば最新

のセンサスの得られる1970年についてみると，農村人口の然増加率は3.2%であり，0.5% が社会

減であったがために2 .7%の純増をみている。農村におけるこの急速な人口増加率は，耕境の眼界を

むかえてすでに久しいといわれるフィリピン農村の人口土地比率を魚速に高めた。その帰結は土地

の細分化であり，耕地保有規模の零細な農家比率を急速に増大させつつあるようにみえる0 Bureau
( 8 )

of Agricultural Economiesによて推計された 1972年の米作面積と米作農家数を，1960年の
( 9 )

公式統計で得られる数値と比較してみると，次のような結果が得られる。すなわち， この12年間に 

米作農家戸数は年平均4.0%増加したものの，米作面積は年平均1.7%の増加しか示しておらず， こ 

の問一農家当りの米作面積は年平均2.3% で減少している。すなわち， フィリピン米作農家の平均 

, 地保有規模はI960年には2.12haであったが，1972年にはこれが1.56 haへ と 激 し 、減少をみたの 

である。結果は， より下位にある耕地保有規模の農家比率の上昇である。I960年において耕地保有

注（6) Abrera, L., "Philippine Poverty Thresholds," in Development Academy of the Philippines, 

Measuring Philippine, Welfare: Social Indicator Proiect、Manila, 1975.

(7 )  World Bank Country Economic Project, The Philippines： Priorities and Prospects fo r Development^ 

Manila, October 4一 8,1976, pp, 94-97.

( 8 ) 未公刊統計o
(9 )  Bureau of the Census and Statistics, Department of Commerce and Industry, Republic of the 

Philippines, Census of the Philippines^ 1960: Agriculture, Manila, 1965, VoL 2.
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開発途上国におけろ工業化政策の諸額型と所得分m 

規 模 が 2 h a 未満の最零細米作農家戸数の全米作農家戸数に占める比率は40,9%で、あったが，1972 

年には，その比率は実に68‘7%に上界し，そ の 一 方 で2 h a 以上の中規模• 大規模農家戸数比率は， 

はっきりとした減少傾向をみせている。最零細農家戸数の比率が増大したに と どまらず， この戸数 

墙加率がこの階層の土地面積増加率を上まわったことによって， 2 h a 未満農家戸当り耕地保有 

規模はI960年 の 0.93 h a か ら 0.88 haへと減少する。米作地以外については，現在得られる最新 

の農業センサスは1960年のもりであり， 2 時点間の变化を窺うことはできなぶア

米作地保有形態別に農家戸数と耕地面積を1960年と1972年 の 2時点で比較することは可能である 

が， ここからも明瞭な変化の傾向をみることができる。すなわち小作農は， g 作農， ま小作農に比 

較して，その農家戸数の増加率に相対して耕作地の増加率が最も小さく , そ の 戸 当 米作小作面 

積は1960年の2.14 haから1972年の1.57 h a へと激しい減少をみている。 さきの観察事項とこの事 

庚を合わせ考えると，農村における急速な人口増加が耕地面積への圧力を加速化させる過程で， と 

くに辦地保有規模の小さい，しかも小作裹地を細分化させる方向に作用したことが、推測されるので 

ある。統計的に明示することは不可能であるが，「土地なき農民J の比率もかなりの速度で拡大し 

てきているように思われる。農家家計所得の水準を決定する最大の要素が，耕地の保有規模と保有 

形態であると考えるのであれば，上述の事実，すなわち農村において低所得階層を広に形成する 

最零細農家階層の比率増大と小作農地面積の縮小とは，農村の所得分配を不平等化させる最大の要 

因として機能した,とみなすことは合理的であろう。

農村における実質家計所得水準の絶対的停滞のなかで発生した所得分配の不平等化とそこから生 

まれた絶対的貧困層の拡大は, この貧困層の都ホとりわけマニラ首都圏へのr押出力J を形成する 

ことになる。実際のところフィリピンにおいては，貧困化への度合の最も大きい地域において，純 

転出人口数が最も大きいという明瞭な相関が観察される。1961年においてフィリピン農家全体の平 

均ぎ計所得水準を1 とすると， これより低い農家家計所得水準の相対値にある地域は，10の行政地 

域区分中最も低い順に，Eastern Visayas, Cagayan Valley, Ilocos, Bicol, Southern and 

Western M indanaoの 5 地域であるが， 1971'年におけるその相対値をみると， この5 地城のう 

ち，Eastern Visayas, Ilocos, B ic o iにおいては，めだったその地位低下が認められ， とりわけ 

最 低 位 の Eastern V isayasの地位低卞は激しい。 Cagayan V alleyはその地位に変化がない。 

southern and Western Mindanaoのみその地位を若千ではあるが上昇させている。1961年にお 

いて，その平均家計所得との相対•値が1 より高かった地城，Central Luzon, Southern Tagalog, 

Western Visayas, Northern and Eastern Mindanao は1971年においてもいぜん1 よりも高く > 

このうちCetitm l Lu2 on, Western V isayasは相対値を大きく上邦させている。上にみたよう

注（1 0 )ちなみに注（9 ) の1960年農業センサスによれは•, 2 h a 以下戲まの比率はトウモロコシ廣家の場合5 4 .6 % ,コa ナ 
ツ農家の揚合69 .6 % ,その他作物農家の場合33‘9%となっており，プィ'、リピン農業の零細性は明瞭である。

. ( 1 1 )注（8〉，注（9 )資料。
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に，1961年の平均家計所得との相対値において1 よりも低く，かつその相対値を1961年から1971年

の間に激しく低下させた地域は， Eastern Visayas, Ilocos, B ico lの三つである。 しかも注目

すべきは， との3 地域の所得分配の不平等化への傾斜は大きく， ジニ係数であらわされるそれは,

Eastern Visayas'の場合1961年0.44, 1965年 0.47, 1971年 0,51, Ilocos の場合には，それぞれ
(12)

0.45, 0.49, 0.55, B ico lの場合0.42, 0.46, 0.58へ動いている。かくして絶対的貧困層が最も急速

に累積されていったのが， これら地域であることが予想されるのであるが， したがって同時にこれ

らの地域において農村人口のr押出力J が最も大きく働いたと考えることは自然である。卖際，人

ロの地域間移動を推計した公式統計によれぱ， この間の人口の純転出地域はプィリピンの10の行政

地域区分のうち4 つであり， Eastern Visayas, Ilocos, B ic o lは， いずれもこれに含まれる。
(13)

Eastern V isayasの純転出数は全® で最大である。

ところで，廣 村 か ら 「押出J される人口が転出を求めて出ていく先は，農村よりも平均的所得水
(14)

準の高い都市とりわけマニラ首都圏である。都市地域の方が農村地域よりも平:！■き的な所得水準が高

いのは，いうまでもなく都市の経済活動が農村のそれより活発化しているからにほかならない。 マ

ニラ首都圏はフィリピン経済の中心地であり，製造業部門とサービス部門， さらに社会的間接資本
(15)

部門のこの地域への集中度は圧倒的に大きい。 したがって，そこでの経済活動への参加を求めて他 

地域から人口が集中してくるのは当然であり，都市の人口吸引力の大きさの点で，マニラ首都圏は 

抜きんでた地位にある。1960-70年における人口の地域間移動動態を推計したさきの公式統計をみ 

ると， この10年間におけるフィリピン各地城間の純転入総数148万9,700人のうち90万4,200人 ,60.7 

%がマニラ首都圏への純転入によって占められており， プィリピン国内人口移動の最も顕箸な特徴 

が他地域からマニラ首都圏に向かう大量の人口移動によってあらわされるとみることができる。

このように一*国の人口がそこに転入する人口の染中核は経済活i/jの最も活発な地域であり，した 

がって一人当り所得水準も相対的に高い地域であるとはいいうるものの， これはあくまで平均的な 

数値であって，転入人口がただちにそこに有利な就業機会を見出し，高い所得を享受できることを

注 （1 2 )地域別所得分配に関する詳細な研究は，Mangahas, M., "Income Inequalities in the Philippines: A De­

composition Analysis," in Income Distribuiion, Employment and Economic Development in Southeast 

and East Asia, V o l .1,Paper and Proceedings of the Seminar sponsored jointly by Japan Econo­

mic Research Center and the Council for Asian ManpowertStudies, 1974, Tokyo, Manila. にみられ 

る。 ‘ -

(13) Bureau of the Census and Statistics, Department of Commerce and Industry, Republic of the 

Philippines, Population^ Land Area and Density^ 1948、1960、1970, Special Report No. 3, Manila, 

1972.なお同時に Kim, Y., "Net Internal Migration in the Philippines, 1960-70," in Bureau of the 

Census and Statistics, Journal of PhilHppine Statistics^ V o l.23, No. 2,参照。

( 1 4 ) ソィリピンにおける都m , マ ニ ラ 挪 rぜのヲ義はきわめて疲雜である。都市の道義は調な /ぐ と 調 体 に よ っ て **  ̂
嫌ではない。この点についての-で.際のよい解-説は，ま •料のpp. 6 1 ^ 7 .にみられる。

(15) 1975キめ各鹿衆部門總密II流に ,I;めるマュラせ部121の 比 は ，mmmx,公益事業71%, 通 

信 ♦倉/ボ69% ,サービス51%である。National Economic and Development Authority, Republic of the 

Philippines, Siaiislical Yearbook of the Philippines 1976, Manila, 1977,
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開発途上inにおける工業化政策の諸類型と所得分配 

意味するものではない。事实は明らかにその逆である。 とのことを考察するために，都市に流人す 

る労働者が都市のいずれに就業の機会を見出すのかをみる必要がある。 まず農村からの転入労働者 

の多くが，不完全就業によって特徴づけられる「未組織部門J に流入して，都市の低所得者層を広 

讽に形成しているのではないかという予想は，十分に根拠のあるものであるように見受けられる。 

すなわち，農業部門から流出して都市に向かう労働者が最も容易に参入していくことができるのは， 

資本の賦存量を一定と考えれば，それが労働者の参入とともに追加的な資本役入をそれほど要しな 

い分野であると考えられ， こ の 分 野 は 「未組織J サービス部門であると予想される。需要の高い所 

得-弾力性のもとに拡大するr近代的_]サービス部門の比重は開発途上国ではきわめて小さく，むし

ろそこでのサービス部門の拡大は，所与の仕事総量のなかに新たに供給される労|励 者 が 「わりこむJ
(16)

ことによってなされるといった方が真実に近い。 労 働 者 が rわりこむJ ことの最も容愿な部門は 

r未組識部門J にほかならない。r未組織部門Jは，その平均労働生産性を大きく犧牲にすることなく 

して劳働を吸収していくことはできないのはもちろんである。 「未組織部門」は，低い労働生産性を 

反映してその賃金率は低く， しかも不完全就業をその大きな特徴とする分野である。 その意味で 

r未組織部門J の存在形態に注目することは，r押出J 型都市化によって拡大する都市の所得分配 

を考察するうえで重要なことと思われる。 ‘ .

フィリピンのサービス部門を「組織部門」，「未組織部門」とに分類して，各サプセクタ一において， 

その雇用比率が I960年代にどのような変化をみせてきたかは国際労働機構の調まが明らかにして
(1マ）

いる。 この調査によれば，サービス部門全体の雇用に占める「未組織部門J の雇用比率は， この10年

間に60%を越える比率で推務しており，商業においては，その比率は奨に8 1 % ,運 輸 • 倉 ぽ .通 信

. .個人サービスにおいては70%の高さにあるとされる。1961年以降の10年 問 の r組織部門J 労働者

め増加数は78万5,000人であるのにたいし，r未組織部門J労働夢-のそれは107万8,000人であった。「組

織部門J と 「未組織部門」 との対照はサービス部門に限った現象ではなく， もちろん程度はそれほ

どでは.ないまでも，他の部門でも一様に観察される。製造業部門もその例外ではない。Bureau of

the Census and Statisticsの定義によれば，製造業部門の場き， 1 事業所当りの従業員数5 人未

満 の も の が r未組織部門J とされているが， この部門における労働者の全製造業労働者に占める丄

重は1960年代において70%を前後する高い水準にある。 こ の 製 造 業 「未組織部門J においては賞金

♦傳給収得者の比率は「組織部門J に比較して庄倒的に小さく， 自営もしくは不払家族労働者-を従

業者とする伝統的な経営形態を主としていることが窺われる。 したがって，当然のことながら製造

.注 (16) The Economic Commission for Asia and the Far East, the United Nations, Economic Survey of 

Asia and the Far East 1972, 1973, Bangkok, Ch. 4- 

(17) International Labour Office, Sharing in Development: A Programme of Employment, Equity cnid Gro- 

ivth for the PhiUppines, Manila, 1974, Ch. 5 .木調による「組織部|"jj缴働.おとは，4^ンサスにおける認可i)V衆 

体 (Licensed Establishments)に厕 fjされる'別 i 者であり，は糾織部|"jj労働:なとは，この r組織部|»jjダク働ボ 

を総'〉勤き数より-ノイナスしたもの，と走殺される◊
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業 I■未組織部門J においてもその生産性と賞をは「組織部門J に比較して著しくねい。1071年にお 

いて全製造業付加価値に占めるr未組織部門j の比率はわずか10%に満たない水準にあり，したが* 

ってこの部門の労働生産性は極端に低い。 またこの部門においては不完全就業がきわめて広饥に存 

在しており，サービス部門における「未組織部門J とならんでチープ• レ ー パ ー の rプールJ とな 

っているとみられる0 '

都市とりわけマニラま都圃において，その比重が決定的に大きいサービス部門ならび^̂2；製造業部. 

門に，か く も 広 巩 に r未組織部門J が，したがって不完全就業によって特徴づけられるチープ.レ 

一バーが存在しているのであれば，当然，都市ならびにマニラ言都圈には農村地域よりも高い完全 

失業率が同時に観察されるはずである。都市農村別の失業率統計を得ることができるのは1965年は. 

降そあ! ！を， この傾向は明らかである。I 975年における失業率は，農村の そ れ が 2 .6%であるのに 

たいし，都 市 は 7.8%である。 また地域別にみても，都市比率が他地域よりもはるかに大きいマニ 

ラ首都圏の失業率は，1975年において7 ィリピン全体のそれが4,2%であるのにたいし，S‘0%に達 

# 9i c 都市その典型としてのマニラ首都圏におけるかかる限界的労働者の皮倒的比率こそが， この' 

地域の所得分配不平等イ匕の最大の要因であったことが推論されるのである。
家計調査の得られる1956年以降1971年までの都市の年額家計所得水準を，1965年不変価格によも 

実質家計所得としてみると，その増加率は年平均わずか1.2%である。1956-57年，1%1年，1965年 

の 3 時点において, 最下位20%家計所得階層の所得獲得率は，4.5%, 3.8%, 3.8% と下降をつづけ 

たあと，1971年には4.6%へと上昇をみせ，また第?'下位20%階層のそれも，8.0%, 7.5%, 8.0%" 

9 ,4%へと推移している。最上位20%の家計所得隙層のそれは，39.6%, 40.9%, 41.7%へと上昇の 

あと，33.4%へと減少をみている。 この傾向はジニ#、数5̂^̂もはゥきりとあらわれており，4 時点で^ 

0.49, 0.52, 0.53, 0.45となっている。 すなわち， 最初め3 時点では不平等化への傾向がみられた 

が，1971年には〒等化へ向かったことが窺われる。しかし1971年の現実の都市所得分配が， このジ 

ニ係数の大きな変化にあらわれるはどに平等化したか否かについては，各方面から大きな疑義が呈： 
されており, 前述のごとき最上位20%所得階層の所得比率が，1965年の41.7%から1971年の33.4% 

へと激減していることは，諸般のま情に鑑みてありえないことではないかという観察が般的であ：

り，1971年の家計調查においては， とくに上位所得階層において過小報告が大きかったのではない
(20)

かという観測がしきりである。

さきに農村の所得分配を論じたところで記したごとく，そこでは650ぺ ソ を い わ ぱ 「生存雜持J

■ r三in学会雑誌：！ 71巻-2 (197哗 4 月）

注 （18) Bureau of the Ceiisus and Statistics, Department of Commerce and Industry, Republic oi the 

Philippines, Survey of Household Bulletin^ 1976, Manila.

(19) 1)1(15)資料o . ‘
( 2 0 )たとえぱ注( 7 ) 资料Q l  3 .参照。製 iK.によるBureau of the Census and Statisticsでのインタヴ:t 一の折.

にも，力、かる観測を示唆した調ぽ1̂1：がいた。
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開発途上国における工業化政策の諾類型と所得分配 

水準としたか，’都市の相対的に高い生活水準を斯酌すれば，これに若干なりとも修正を施さねぱな 

らないであろう。世界銀行は，この最低水準をマニラ首都圏の場合には870ぺソ，その他都市の場 

合には700ぺソとしている。そしてこの最低水準を下まわる住民比率は，マニラf f都圏の場合，全

人口464方8,000人中152万5,000人32 .8% ,その他都市の場合，790万7,000人中223方人28.2% とみ

ている。偶所得都市人口の集中度はマニラ首都簡においてより高いが，そのほとんどがスラム，不 

法占拠区域に居住する都市におけるこうしたスラムの広饥な存在こそフィリピンの所得分配不平 

等化のシンポルであり，都市の近代部門の労働吸収力が弱いことの明らかな反映であり，さらにま 

た，農村の貧困の別の表現であるとみることができよう。

このようにみてくるならば，フィリピンにおける所得分配の不平等化傾向に力;かる姿を与えしめ 

た最大の要因は，一̂つには農村において発生した急速な人口増加にあるが，ニつには，フィリピン 

が独立以来そこに最大の政策的優先順位をおいてきた工業化が，高い労働吸収力を発揮することに 

明らかに失敗したという事実に求められるであろう。 フィリピンは，アジア諸国のなかでは最も早 

'い時期から本格的な輸入代替工業化にのりだした代表的な国として知られるが，1950年代のとくに 

後半期に急速な工業化率の上昇をみたあと，初期的輸入代替後会の调渴した1960年代初頭以降今日 

に至るまでの10数年間， この国の工業化率はほとんど動いていない。 ；!]；で展開した保護主義的エ 

藥化パタ一ンにおける技術と生産方法の資本集約的偏向は，まさにフィリピンにおいてその典型を 

みることができる。実際，フィリピンにおける製造業部門の履用増加率は，I960年代初期以降の15 

年間でわずか1.5 %にすぎない。かかる帰結をもたらしている保護主義的工業化政策が大きく変更 

されない限り，その所得博分配政策も，政治的宣伝以上の意味をもちえないとぃぅべきであろら

(23)
韓国の所得分配傾向を考察するとき，まず注目されなけれぱならないのは，都市：r 業部叫にぉけ

：>± (21)注（7 )資料。

( 2 2 )しの, する本格ft.Jな®f究は，Sicat, G. P., Econointc Policy and Philipl)nies Developuietit, University 

of the Philippines Press. Manila. 1972.なお，Power, J. H. and G. P. Sicat. The Philippinas Industri­

alization and Trade Policies, London, Oxford UniversUy Press, 1971,も参照されたい。

( 2 3 )韓piの場合，全国レペルでの家計課&はないので，所得分配航向はr推論jの域をIUない。’ そうし。た3|{i論にっいては， 

Adehnan, L, Annex, Some Countries Experience, "South Korea," in H. B. Chenery et a l ,Redistri­

bution with Growth, Joint Study by the World Bank's Development Research Center and the In- 

stitutc of Development Studies at the University of Sussex, London, Oxford'University Press, 

1974 ; World Bank, Economic Growth and Income Inequality in Korea, World Panic Staff Paper No. 

240, February 1976; Brown G. T., Korean Pricing Policies and Economic Development in the 1060s, 

Baltimore and London, Johns Hopkins University Press, 1973, chs, 6. 7; Looney, R., Income DisMbtト 

.む‘ Policies and Economic Growth in Semiindustrialized Countries, A Comparative Study o f Iran, 
Mexico, Brazil and South Korea, , New York, Praeger, 1975,を参照されたい。
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る強力な雇用吸収力である。 この強力な雇用吸収力をもたらした要因をここで詳述することはでき 

ないが，次のニ点を指摘しておくことはI t 要であろう。第一点は， この国の場合，ある時点で社会 

的機会費用を反映する要素価格体系を用いることによって，労働集約的な技術と生産方法が広みに 

採用され，以降雇用吸収力の大きい工業化パターンが促されたことである。すなわち韓国政府は， 

1%5年を前後する時点で為替レートと娘行金利の「現実化」を 中 核 に お い た r市場ま由化政策J を 

実施し，それまでの輸入代替工業化を特徴づけてきたところの，近代部門のみを利する政策的慣行 

を 拳 に 廃 止 し た 。これに伴ってウォンの過大評価のもとで進んだ外国投入財の輸入偏向，低金利 

政策のもとで促進されてきた生産方法の資本集約化傾向は改善され，労働過剰経済の要素賦存状況 

に適合し.た輸入パターンと生産方法が選択されるようになった。第二点は,工業化のペースがきわ 

めて急速なものであったという点である。第~̂ ^ミで指搞レた政策選択のもとで，国際貿易における 

労働集約財の比較優位は顕在化され， このうえにさらに強力な輸出促進政策が用いられることによ 

って， £ の労働集約財の国際競争力は非常な高まりをみせる。 I960年代後半期以降に出現した韓国 ' 

の労働集約財輸出は，韓 の 工 業 化 ，経済成長を牽引する主導部門であり，いわゆる輸出指向工業
. (24)

化バターンに沿うた国の代ま例となったのは周知のところである。I960年代中期以降，韓国製造業

の資本労働比率が安定的な低下傾向をもったという点については，すでにレイニスによる立証があ 
(25)
る。 これとは別に敷造業部門の限界資本産出高比率がI960年代央以降明らか{：こ低下趨勢にあること 

も同時に観察される力;， これは稀少要素の節約的利用を導いた「市場自出化政策J の成果であると 

みなしてよいであろう。

こうした事実の帰結するところ，韓国の工業成長の雇用弾性値はきわめて大きいものとなる。実 

際のところ製造業種のなかでその雇用指数において最大の仲びを示したのは，衣料，雑工業，電気 

機器ハ木製品の四部門であったが，この四部門は同時に輸出係数，輸出額において最大の四部門で 

もある。 この四部門は，労働係数，労働集約度係数よりみても全製造業中最大であり，現代韓国の

最も代表的な労働盤約的輸出部門を形成するものであった。韓国の製造業品輸出が発揮した腐用吸
(27)

収力にf錫する研究にコ一ル (Cole, D. C .)とク- ス トパル（W estpa l,L .)のものがある。そこでは分析 

の素材を韓国産業連開表に求め，各製造業部門の輸出額と労働係数とから輸出による直接的雇用数.

法 （2 4 ) このニ点については渡辺利失『|}ほ発経済学研究一輪IMと国民経済形成一i 1978ボ， m样経済i f報社，第4,5章参照。

(25) Ranis, G.,"Industrial Sector Labor Absorption, "Economic Djvelopment and Cultural Change, 

Apri], 1973.

(26) fli ( 2 4 )文献な54:?;to

(27) Cole, D. C. and L. Westphal, "The Contribution of Exports to Employment in Korea," paper 

presented at KDI-Harvard IID  Conference, June 25-28, 1974 (m im e o ),また同條のfilf究に L5m, Y,, 

Indtisirialzation, Trade, and Employment in South Korean Paper Series, 1974, No. 2, Honりlulu, 

Technology and Development Institute, East West Center がある© なお Watanabe, S., "Exports' 

and Employment : The Case of the Republic of Korea," International Labour Review^ December 

1972も劇!ftされたい0 ,
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を，産業間投入係数め逆行列表を用いて，製造業品輸出が補助. 関連産業において間接的に発生さ 

せた雇用吸収数を計測している。 この計測にしたがっ1て，輸出製造き部門によって新たに吸収され 

た雇用者数が，観察期間中に拡大した製造業労働者数のうち， どの程度の比率をもっているかをみ 

ると，1960-63年 11*3%, 1964-66年72.8%,1967-70年42.0%となり，1960年代央以降に達成され 

た高い比率は注目される。

このようにきわめて高い履用吸収力は， この輸出工業部門の立地している一部工業都市に向かう 

大規模な労働移動を誘発することが予想される。すなわち韓国の場合には，フィリピンに與型的に 

みられたそれと違って rプル型J め都市化を観察できるはずである。現代韓国における輸出工業部

門の中心的立地点は， ソウル市，およびこのソウル市の後背地である仁川と水原を含む京幾道，盖
(28)

山市の三つであり，労働集-ホ核はこの三つに代表される。靴国の統計からすると地域間め労働者の 

動きは，人口の励きによって代理させるより他に方法はない。 5 年前居住地ベースでみた1966年， 

1971年，1974年 の 3 時点の人口の地域別純転入数を検討'n ことによってまず確認されることは, •

とくに1960年代後半におけるソウル市への激しい人口集-中傾向である。1966〜70年 の5 年間の韓国 

全体の年平均人口増加数56万623人のうち43万 476人，す な わ ち に 76.が％をひとりソウル市が吸 

収している。同時に地域間人口移動も激しく，その主たる内容は地域内の郡部から市部（人口 5 万人 

以上の都市） に向かう人口数の増大， すなわち地域内都市化である。 地域によ.ってその時期と糖度 

に若干の差異はあるものの， とりわけ1966年以降すベての 地域でめだった都市化率の進行が窺われ 

る。最近年における京幾道，慶尚南道，慶尚北道における都市化率の加速的な進行は注目されよう。 

この享 実の帰結は，郡部人口の明らかな比重減少である。すべての地城で1965〜70年にその 傾向が 

顕箸であり’ 郡部の人口減少分が都市部の人口増加分を越えて1970年以降に地域全体の人口規模を 

絶対的に減少させた地域は，忠清北道，忠清南道，全羅北道,..全羅南道，慶尚北道の五つを数えるb 

ところでこうした郡部人口の絶対的減少は，都市工業部門が大规模につくりだした就業機会に農 

業人口が敏速な反応を示したことの反映であると考えられるが， この現代韓国の都市化における 

rプル」の強さを推測させる重要な要素は，急速な都市化にもかかわらず進行した都市内部の扉用 

条件の改善ならびに実質資金のめだった上昇であろうと思われる。近代部門労働i t として常傭労働 

者，限界労働者として日履労働者を代表させた場合，全労働者に占める前者の比重増大，後者の比
(30)

IS減少という斌向はI960年代央以降明瞭である。都市における雇用条件の改善は，失業率，不完全 

就業率のはっきりとした安定的な減少傾向のなかにもあらわれている。労働力標本調:&にもとづい

注 (28) 地域別工業ラク働者数の時采列推移は,Economic Planning Board, Korean Reconstruction Bank, Republic 

of Korea, Report on Mining and Manufacturing Census^ various years, Seou l.より得られる。

(29) 6ぶf 前® flijtliペースによる人口移動統計は，Bureau of Statistics, Economic Planning Board, Republic 

of Korea, Population and Housing Census of Korea, various years, Seoul‘ より得られる。

(30) Bureau of Statistics, Economic Planning Board, Republic'of Korea, Annual Report on the Eco­

nomically Active PopuIalioHt various years, Seoul.
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た全国レベルの失業統計を時系列的に利用できる国は， アジアにおいて韓国，台湾， フィリピンの 

三国のみであるが，諸般の傍証を窺ってみる限り， この韓国にみられるごとき明瞭な雇用条件の改 

善をみせた国は，少なくともアジア諸国のなかでは台湾をおいてない。 プィリピンの高い都市央業 

率は1960年代央以陈ほとんど变化していない。

製造業労働者1人当り月額実質資金は，1964年頃までのきわめて安定的な推移を経て，1965年以
( 3 1 ) ■

降顕著な上昇局面に入っていることが窺われる。I960年代後半期のこの急速な実質賞令の上昇傾向 

は， これも少なくともアジア諸国のなかにあっては特異なものであることに注目しておきたい。前 

章におけるフィリピンの実質賃金は，I960年代初頭より今日に至るまではとんどいうに足る上昇を 

みせていない。1965年を前後するこの実質賞金の安定局面から上昇局面への移行は,.製造業におけ 

る 生 産 性 • 低資金部門でも一様にみられる。1974年における従業者一人当り付加価値と月額名目 

賞金の二つでみて最下位にある三つの製造業部門は繊維. 衣類，家 具 . 建具, 雑工業であるが， こ 

の三部門のいずれの実質貧金も，全製造業実質賞金の上昇趨勢に若干の時期の遅れをもちつつ，そ 

れと同様の上界曲線を描いていることが観察されるa 製造業実質賞金のこのような推移は，当然の 

ことながら都市の貧备• 偉給家計実質所得の1965年を前後する時期以降の顕著な上昇向のなかに 

あらわれる。家計消費支出の急速な増大をさらに家fr所得の伸びが上まわったことによぅて，家計 

消費余剰がI960年代初めのマイナスの時期を経て1965年以後加速度的に拡大していったことをみる
, ( 3 2 )  '

ことができる。 '

韓国の場合，全国家計を対象とした家計調査を得ることはできないが，都市の貧金• 傳給家計の 

みについては，1,000前後の家計を標本としたEconomic Planning B oardの Am im l Rゆort 

on the FamUy Incotne and Expenditure Surveyを利用でをる。 これによれば,ジニ係数で示 

される所得分配度は， このデータが利用できる初年である1967年以降，急速に平等化して大略1970 

年頃に最低水準に違し，以後この水準で現在を向かえていることが知られる。1967年以降の都市家 

計ジニ係数は，1967年 0.35, 1968年 0.33, 1969年 0.29, 1970年 0.26, 1971年 0.28, 1972年 0.28, 

1973年 0.26, 1974年 0.28と推移しており，実質家計所得の顕著な増大が， 時に分配のこれも顕 

著な平等化と結びついて生じるという注目すべき事実を導くことができる。 この背後にあるのは，， 

工業部門による限界労働者の急速な吸収，その実質質金の上昇という明臆なi l：突であり，かかる事 

奨 を 導 い た 「市場自由化政策J と輸出指向工業化政策の厚生的意義を改めて評価しなければならな

い。

ところで!;(な国の場合，農家家計所得の増大傾向も明瞭であり， 1967-68年頃よりその増大率が都

注 （31) Bureau of Statistics, Economic Planning Board, Republic of Korea, Annual Report on Current 

Industrial Production Survey, various, years S e o u l . , ' ‘

(32) Bureau of Statistics, Economic Planning Board, Republic of Korea, Annual Report on the Family 

Income and Expenditure Survey, various years, Seoul. '
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開究凑上における工業化政策の諸類型と所得分配

市を上まわって, 都市農村間所得格差は現在に至るまで縮小航向をつづけるという事実を;結しで

いる。農家購入総合物価指数でデフレ一トされた実質額でみた農家1 家計当りの(a)所得，（b)租税な

らび.に借人利子支払後の可処分所得, (C)消費支出，（d)可処分所得から家計消費ま;出その他若干の関

連支出を差引いた農家余剰，は1965年を境としていずれも上方に艇じていることをみることがで务
(33)

る。 このような農家家計諸指標の顕箸な改善にあずかって力のあったのは，農家交易条件の改善で 

ある。處家交息条件は，1962年の不作の結果として生じた翌，翌々年の米価異常高値を主因とする 

農家販売総合物価指数の高騰のために#、上昇を示したが， この例外的な時期を除けぱ，1960年代後
(34)

半の安定期を経て現在までなだらかな上昇をつづけている。 こめような農家交易条件の改言の背後 

にある最大の要因は，農家服売総合物価i指数の計測においても決定的なウェイトをもつ穀物価格の 

めだった上昇である。I960年代後半以降，農業労働力と盤家戸数が絶対的な減少をみせる過程で， 

拡大する都市工業部門従業者への食糧供給が相対的に欠如し，相対価格を農産物に有利化させたと 

いう因果的説明は, 現代韓国め農家交易条件の有利化を説明する説得的な推論であろうと思われるe 

1960年代初めより農家人口，農家戸数はほとんど横ぱいをつづけており， 67-68年以降は絶対数に 

おいて減少方向に向かっている。耕地面積の変化もわずかである。既述した都市化と工業部門就業 

者数の顕著な増加趨勢の中で，農業生産とりわけ食糧供給量の不足が顕在化したことにより，工業 

品価格に相対した食糧品価格の一方的な上昇が結果したとみることは正しいであろう。その意味で 

は，現代韓国の農家交易条件の改善は，ルイス流の二部門モデルにおけるr転換点J を示唆する一 

つの指標と予想されるかもしれない。 またこの事庚の一方で工業品の国内価格上昇率ゆI■市場自由 

政策J のなかで下蹄に転じ， これがもたらした農家購入総合物価指数の上昇率純化が，農家交易条 

件を有利化させるもう"^つの重要 な 要 因 で あ っ た こ と け 加 え て お か な け れ ぱ な る ま い 。

廣村内部の所得分配の推移を家計標本調査から観察することには残念ながらデータの大きな制約 

がある。Ministry of Agriculture and Forestry の Report on the Results of Farm House­

hold Economy Survey and Production Cost Survey of 'Agricultural Products は，1969年， 

1970年，1971年，1972年 の 4 時点の分配構造を明らかにしているだけであり , しかも所得階層の分 

類がまことに粗い。 しかし， この資料において農家階層を耕地僚有規模別にとらえることにすると， 

家計所得のみならず，家計消費支出，家計余剰に至るまで，整備されたデ~タにもとづいてその時 

系列推移をみることは可能である。現在の韓国農家の95% 以上が耕種農家であり， その所得がなに 

よりもまず耕地保有規模によってま;配されていると考えることは妥当であろう。韓国の平均的農家

注 (33) Ministry of Agficulture & Forestry, Republic of Korea, Rゆort on the Results of Ftinii Mouse- 

hold Economy Saroey and Production Cost Survey of Agricultural Products, various years, Seoul‘

(34) Bureau of Statistics, Economic Planning Board, Republic of Korea, Kotea Statistical Yearbook, 

various years, Seoul. .

(35) t：li (24) 女敝第 4 章。
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r三田学会雑誌j 71巻2 号 （I978尔4月）

の家計所得，家計消費，家計余剰を1 とした場合の各耕地保有規模別農家の家計所得，家計消費， 

家計余剰の相対値を時系列的にとって眺めると，次のような結果が得られる0 各階層の家計所得水 

準の相対値はきわめて安定的に推移している。0.5 h a 以下の最簿細農家の場合,その所得比率は 

ほとんど横ぱいであるが，消費支出比卒が若干の低下傾向にあったために，家計消費余剰は上昇に 

向かっている。0.5〜1.0 h a 農まの場合も傾向は大略同様である。1.5〜2'Oha, 2 h a 以上農家O 

場合にはこれと逆の傾向がみられ，家計消費余剰は大きく下降していることが窺われる。

農村の所得分配を考える場合にわれわれがさらに注目しなけれぱならないのは，最零細農家戸数 

自体の減少傾向であろう。実際，I960年代央以降，その声数において比重のきわめて大きい0.5 ha 

以下農家数の絶対的規模での減少傾向は顕著であり，その一方， 0‘5〜1‘0 h a 農家は漸増傾向を 

窺わせている。 ま た 1.0〜1.5 h a 農家は1960年代初頭より中頃にかけて急増したが， それ以降一 

定に推移し，ま た 2.0 h a 以上農家の比重は1960年代の初めより変化していない。I960年代中期以 

降の都市工業部門の急成長がそこに大きな就業機会を創出し，都市農村間所得格差が形成されたの 

で あ る が , こ れ に 0.5 h a 以下の耕地規模の零細農民が大規模に反応し，その農家戸数の減少をみ 

たと考えることができる。そしてこんどは， この零細農家戸数の絶対的減少が，一つには零細農家 

1 家t十当り平均所得水i與の下降を阻止し，二つにはそこでの人ロ土地比率を緩和し， またある場合 

にはぎ細農家をより上位の耕地保有規模階層に引上げていくことになったと推測される。そして， 

このことが下位所得階層比重を減少させ， より上位の所得階層比重を増大させて，農村全体として 

の所得分配を平等化させる重要な機能をもったと考えられるのである。

カノくして都市'内部，都市農村.間のみならず農村内部の所得分配の平等化も，やはり都市工業部門' 

に発した強力な労働吸収力の掃結として理解されるわけであり，改めて雇用吸収力の強い現代韓国 

の成長パターンの厚生的意義に法目しなけれぱならないと考える。

V

工業化政策の類型と，それがもたらす所得分配上の帰結についての，上述してきたごとき対照的 

傾向のなかから，われわれは，所得分配を平等化させるための政策が用いられるのであれば， これ 

は一国の開発過程のいかなるメカニズムを楚正するものとして用意されねばならないのか， といラ 

祝点を得ることができるように思われる。

商い労働人口湖加率のもとで「押出J 型都市化の過® にある開発途上国の場合，挪市工業部門に 

おける照用吸収力をいかに極大化するかが，その所得分配の不平等化を阻止するかなめの位置にあ 

る。 プィリピンに代まされた多くの開発途上国における都市：!:業部門の旧い® 用吸収力は，保護主 

義的工業化がもたらした特有の資源配分と不可分の閲係にある0 とれと対照的に,保護主義的工業
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關究途上国における工業化政策の諾類塑と所得分配 

化を彩ってきた多な輸入制限政策，低金利政策，為替レートの過大評做政策等を是正し，社会的 

機会費用を正？i に反映した要素価格体系を形成するための試み，す な わ ち I■市場自jii化政策J のも 

とで実現された，韓国における都市工業部門の強力な雇用吸収は，まことに政策的示唆に富む経験 

的事実であったというべきであろう。

保護主義的工業化政策は，一国の資源を保護工業部門に集ン3し，農業はもちろんのこと r未 組 織 . 

部門J を広机に形成する伝統的農村工業，都市の中小工業部門から資源をr引出J す機能をもった。. 

すなわち，そこでの保護政策は伝統部門にとっては「マイナス」の保護を意味したのであり，これ 

が開発途上国の所得分配不平等化への大きな要因となったと考えられる。保護主義的エ藥化政策の 

もとで31みを与えられてきた資源の流れを変化させることは，分配平等化への重要なチャネルとな 

るはずであるが， この点でも韓国のr市場自由化政策J カ觸結した成果は着目されてよい。

本分析から得られたもう一つの示唆は，農村の過剰人口を農村内部で吸収しうるような履用政策 

が求められねぱならないという点である。農村の過剰人口化が零細農の比重を加速度的に高めて， 

農村の所得分配を不平等化させると同時に，そこに絶対的貧困農家階層を累積させる。零細農の絶， 

対的貧困化は， この階層農家を都市に向けてとめどもなく r押出」 していく圧力をつくりだし，都. 

市は農村の貧困の「プールJ となって，その分配をいちだんと不平き化させていかざるをえない。 

したがって，農村において労働吸収力を最大化しうるような政策を求めることは，分配政策上大き 

な意味をもちうるであろう。農業信用の拡充，零細農を利する権槪施設の整備，農村中小工業のま 

成，それらを含む農村地城総合開発等，すでに提起されているプログラムを，一国の所得分配上の， 

観点から再検討すべき必要性は大きい。

(筑波大学大学院地域研究研究科助教授)
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